
１　財政状況

（１）実質収支比率

　　元年度

　　２年度

　　３年度

　　４年度

　　５年度

※　一般財源（特別区民税、特別区財政調整交付金など）をベースとした標準

　的な財政規模（標準財政規模）に対して、黒字額の割合をみるもので、一般

　的には３～５％の比率が適当であると言われています｡

　　本区においては、適正水準の範囲を維持しています。

（２）経常収支比率

　　元年度

　　２年度

　　３年度

　　４年度

　　５年度

※　人件費や生活保護などの扶助費、過去の借り入れの返済である公債費等の

　ように、容易に削減することが困難な義務的な経費や経常的な事業に要する

　経費に、特別区税などの経常的な一般財源が、どの程度充てられているかを

　見ることによって、財政構造の弾力性を測定するものです。数値が高いほど

　硬直的で自由に使える財源が少なく、適正な水準は一般的に７０～８０％と

　言われています。

　　令和５年度における本区の経常収支比率は６０．４％となりました。

　　近年は６０％～７６％の範囲で推移しており、一定の弾力性を維持してい

　ます。
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２　中央区内景気動向調査（令和６年１０月）

　　　中央区内の景気動向を把握するため、２カ月に一度区独自に調査を行っている

　　ものです。

　　※　ＤＩ（ディフュージョン・インデックス）は個々の経済指標を３か月前と比

　　　較し、５０は景気が横ばいであることを示します。

２月 ４月 ６月 ８月 １０月

５８.５ ５９.０ ５４．３ ５４．４ ５３．９

５４.３ ５３.７ ５０．０ ５８．９ ５１．７

　　　　　調査結果の概要（抜粋）は以下のとおりです。

　　　　　前回調査から現状判断DIは微減し、先行き判断DIは減少となった。家計動向

　　　関連では、秋の行楽シーズン到来に伴う需要増加に期待する声があった一方で、

      原材料価格の高騰や最低賃金の引き上げの影響を懸念する声があった。企業動

向関連では、物価上昇や利上げの影響を懸念する声があった。円安、原材料・

エネルギー価格、物価高が続く中、政府の経済対策の動向や金融資本市場の変

動等の影響を注視していく必要がある。

３　定住人口の推移

増減比 出生数

　　　２３年 ‐ 1,432人
　　　２４年 2.88% 1,511人
　　　２５年 6.93% 1,694人
　　　２６年 3.10% 1,837人
　　　２７年 4.13% 1,981人
　　　２８年 3.55% 2,032人
　　　２９年 4.65% 2,079人
　　　３０年 4.80% 2,108人
　　　　元年 3.62% 2,088人
　　　　２年 3.61% 2,144人
　　　　３年 1.32% 2,010人
　　　　４年 0.51% 1,940人
　　　　５年 1.58% 1,813人
　　　　６年 1.64% 1,955人
　　　　７年 6.20% ‐
※　１月１日現在の住民基本台帳による人口

◎　平成２３年１１月１６日、人口１２万人を突破（４２年ぶり）

◎　平成２５年４月１０日、人口１３万人を突破（４６年ぶり）

◎　平成２７年４月２７日、人口１４万人を突破（５１年ぶり）

◎　平成２９年１月１３日、人口１５万人を突破（５５年ぶり）

◎　平成３０年５月１４日、人口１６万人を突破（５９年ぶり）

◎　令和２年４月２７日、人口１７万人を突破（６６年ぶり）
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